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○立命館アジア太平洋大学学位規程 

2004年１月20日 

規程第579号 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、立命館アジア太平洋大学学則（以下「学則」という。）にもとづき、

本大学における学位および学位の授与に関する事項を定める。 

（学位の種類） 

第２条 本大学において授与する学位は、学士、修士および博士とする。 

（専攻分野の名称） 

第３条 学士、修士および博士の学位に付記する学位名称および英文学位名称を学部の学科

および研究科の専攻ごとに次のとおり定める。 

(1) 学士学位 

学部名 学科名 学位名称 英文学位名称 

アジア太平洋学部 アジア太平洋学科 学士（アジア太平洋学） Bachelor of Social 

Science 

国際経営学部 国際経営学科 学士（経営学） Bachelor of Business 

Administration 

サステイナビリティ観

光学部 

サステイナビリティ観

光学科 

学士（サステイナビリ

ティ観光学） 

Bachelor of 

Sustainability and 

Tourism 

(2) 修士学位 

研究科名 専攻名 学位名称 英文学位名称 

アジア太平洋研究科 アジア太平洋学専攻 修士（アジア太平洋学） Master of Science in 

Asia Pacific Studies 

国際協力政策専攻 修士（国際協力政策） Master of Science in 

International 

Cooperation Policy 

経営管理研究科 経営管理専攻 修士（経営管理） Master of Business 

Administration 

(3) 博士学位 
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研究科名 専攻名 学位名称 英文学位名称 

アジア太平洋研究科 アジア太平洋学専攻 博士（アジア太平洋学） Doctor of Philosophy 

in Asia Pacific 

Studies 

（学位の名称） 

第４条 学位を授与された者が、学位の名称を用いるときは、本大学の名称を付記する。 

（学位委員会） 

第５条 大学院学位（修士および博士）の授与および授与に関する事項を審議するために、

学位委員会を置き、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

(1) 学長 

(2) 教員である副学長 

(3) 研究科長 

(4) 教学部長 

(5) その他学長が指名する者 

２ 学位委員会は、学長がこれを招集し、その議長となる。学長に事故あるときは、教学を

担当する副学長がその職務を行う。 

３ 学位委員会は、委員の過半数の出席によって成立する。 

４ 学位委員会は、必要に応じて第１項に掲げる委員以外の教員を出席させることができる。 

第２章 学士 

（学士の学位授与の要件） 

第６条 学士の学位の授与の要件は、学則第30条の定めるところにより、本大学学部を卒

業した者に対して行う。 

（学位の授与） 

第７条 学士の授与は、教授会の審議を経て、学長が決定する。 

（学位記の様式） 

第８条 学士の学位記の様式は、別表１―１または別表１―２のとおりとする。 

第３章 修士 

（修士の学位授与の要件） 

第９条 修士の学位の授与の要件は、学則第31条の定めるところにより、本大学大学院の

博士前期課程または修士課程を修了した者に対して行う。 

（学位の授与） 
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第10条 修士の授与は、大学院研究科委員会および学位委員会の審議を経て、学長が決定

する。 

（学位記の様式） 

第11条 修士の学位記の様式は、別表２のとおりとする。 

（修士学位論文委員会） 

第12条 学位論文を審査するために、各研究科に修士学位論文委員会を置く。 

２ 各研究科は、修士学位論文委員会の構成および論文審査の手続等に関する細則を、別に

定める。 

第４章 博士 

（博士の学位授与の要件） 

第13条 博士の学位の授与の要件は、学則第31条の２の定めるところにより、本大学大学

院博士後期課程を修了した者に対して行う。 

２ 前項のほか、本大学大学院の行う博士論文の審査に合格し、かつ、前項の同課程を修了

した者と同等以上の学力を有することを確認された者に対して、博士の学位を授与する。 

（授与申請） 

第14条 博士の学位の授与の申請は、アジア太平洋大学研究科博士後期課程(GSAD)論文審

査手続の定めるところにより、学長に行う。 

（学位の授与） 

第15条 博士の授与は、大学院研究科委員会および学位委員会の審議を経て、学長が決定

する。 

（学位記の様式） 

第16条 博士の学位記の様式は、別表４のとおりとする。 

（博士学位論文委員会） 

第17条 学位論文を審査するために、アジア太平洋研究科に博士学位論文委員会を置く。 

２ アジア太平洋研究科は、博士学位論文委員会の構成および論文審査の手続等に関する細

則を、別に定める。 

第５章 学位の取消し 

（学位の授与の取消し） 

第18条 学位授与を受けた者が、不正の方法によった事実が判明したとき、またはその名

誉を汚す行為があったときは、学長は、学士については教授会、修士および博士について

は大学院研究科委員会および学位委員会の審議を経て、既に授与した学位を取り消すこと
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がある。 

第６章 学位論文の公表、保存および報告 

（博士学位論文要旨等の公表） 

第19条 学長は、博士の学位を授与したときは、授与した日から３か月以内に、当該博士

学位の授与に係る論文の内容の要旨および論文審査の結果の要旨をインターネットの利

用により公表する。 

（博士学位論文の公表） 

第20条 博士の学位を授与された者は、授与された日から１年以内に、当該博士の学位の

授与に係る論文の全文を本大学所定のリポジトリの利用により公表しなければならない。

ただし、博士学位を授与される前に既に公表したときは、この限りではない。 

２ 前項にかかわらず、やむを得ない事情がある場合には、学長の承認を受けて、公表する

博士学位の授与に係る論文の全文は、内容の要約にかえることができる。この場合におい

て、学長は、論文の全文を閲覧に供する。 

３ 前項の規定により博士学位の授与に係る論文を公表するときは、本大学審査博士学位論

文である旨を明記しなければならない。 

（修士学位論文および博士学位論文の保存） 

第21条 修士学位論文および博士学位論文は、別に定めるところにより、本大学に保存す

る。 

（報告） 

第22条 学長は、博士の学位を授与したときは、授与した日から３か月以内に、所定の学

位授与報告書を文部科学大臣に提出する。 

第７章 改廃規定 

（規程の改廃） 

第23条 この規程の改廃は、大学評議会の議を経て学長が行う。 

附 則 

この規程は、2004年１月20日から施行する。ただし、2002年秋セメスターおよび2003

年春セメスター卒業者にも適用する。 

附 則（2006年２月７日「2005年度管理・運営改革」に基づく変更、オフィス業務

分掌変更および博士後期課程学位授与申請の規定に伴う一部改正） 

この規程は、2006年２月７日から施行し、2005年４月１日から適用する。 

附 則（2009年１月27日国際経営学部の学位名称変更および事務分掌の規定方法の
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変更に伴う一部変更） 

この規程は、2009年４月１日から施行する。 

（アジア太平洋マネジメント学部アジア太平洋マネジメント学科の学位に関する経過措

置） 

学士（アジア太平洋マネジメント学）は、変更後の第３条(1)の規定にかかわらず、2009

年３月31日に当該学部学科に在学する者が、当該学部学科に在学しなくなるまでの間、存

続するものとする。 

附 則（2009年９月８日大学院博士前期課程国際協力政策専攻健康マネジメントプ

ログラムにおける、学位記へのプログラム名称付記等に伴う一部改正） 

この規程は、2009年９月８日から施行する。 

附 則（2012年９月11日 学位へのコース名称付記に伴う一部改正） 

この規程は、2012年９月21日から施行する。ただし、2011年３月31日以前に入学した者、

2012年３月31日以前に２年次に編入学または転入学した者および2013年３月31日以前に

３年次に編入学または転入学した者については、なお従前の例による。 

附 則（2014年３月18日 学位規則の一部改正に伴う一部改正） 

この規程は、2014年３月18日から施行する。ただし、改正後の第19条および第20条は、

2013年４月１日以降に博士学位を授与された者に適用する。 

附 則（2014年３月18日 学位記の様式の変更に伴う一部改正） 

この規程は、2014年４月１日から施行する。ただし2014年３月31日に在籍する者につい

ては、なお従前の例による。 

附 則（2015年３月17日 学位審査手数料の条項削除等に伴う一部改正） 

この規程は、2015年４月１日から施行する。 

附 則（2020年２月４日 学則変更および教務規定の一部改正に伴う一部改正） 

この規程は、2020年４月１日から施行する。 

附 則（2023年３月７日 サステイナビリティ観光学部の設置および学位記の様式

の追加に伴う一部改正） 

１ この規程は、2023年４月１日から施行する。 

２ 前項にかかわらず、改正後の第８条は2023年３月31日に在籍する者については、なお

従前の例による。 
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別表３ 削除 
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別表１―１ 

別表１―２ 

別表２ 

別表４―１（第13条第１項による学位記） 

別表４―２（第13条第２項による学位記） 

 


